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デジタルエコノミーの興隆によってもたらされる

国民経済計算・経済統計における捕捉方法の進化 1

立教大学経済学部准教授

　　櫻本　健

1 本稿は筆者が所属する組織や内閣府による見解を表すものではなく、筆者による個人的な主張に基づく。よって、起こり得る誤りは全

て筆者に帰する。本稿は 2017 年度三菱総合研究所に委託されたシェアリングエコノミー研究会の成果を受けてまとめるものである。

研究所の方々を一人一人列挙まではしないが、研究会活動を通じて貴重な機会をいただき、折に触れて貴重な意見をくださり、本稿寄

稿の機会もいただいたことを感謝する。

（要旨）

本稿は、内閣府経済社会総合研究所が 2017 年度に三

菱総合研究所に委託して取りまとめた研究会に基づいて

執筆している。シェアリングエコノミーも含めてデジタ

ルエコノミー産業の台頭を受けて、研究会では、産業の

特質をヒヤリングで調査し、分野としてどういう特徴が

あるのか、そして経済統計において捕捉技術の向上の手

段を検討した。テーマの一つは、GDP を中心とした

SNA 分野への影響であった。本稿は研究会を代表する

ものではなく、SNA 分野から見た議論について個人的

に補足する目的でまとめたものである。

結論からいうと、SNA 分野でのこの問題への対処は、

ごくシンプルなもので、GDP の定義や SNA の概念は既

に明確なので、それを変える方向には進みようがない。

一方で、デジタルエコノミー産業が台頭すると、グロー

バリゼーションの問題に輪を掛けて複雑化させるほか、

指標としてこれまでの豊かさの基準を再検討していかな

いといけない。また、GDP や産出といった統計の捕捉

技術が不足することは確かに生じるため、そうした問題

への対処として各国による統治権の縦割りを超えた、連

携・協調の動きが大規模に生じ、次期 SNA 以降も議論

が続いて、いくつかの方向性に収斂されていくとみられ

る。

JEL　Classification Number: E01,E10, F62

キーワード : デジタルエコノミー、シェアリングエコノ

ミー、SNA

はじめに

2017 年度に内閣府経済社会総合研究所が研究会を開

き、GDP との関係でシェアリングエコノミーに関する

検討を進めた。シェアリングエコノミーは、ICT 技術を

通じて何かをシェアするというサービスを提供・仲介す

る分野のことを指している。多くの場合、個人間取引も

仲介する。しかし、何を指しているのかわからないとい

う、あまりにも曖昧な対象領域であるため、筆者自身は、

むしろ幅広いサービスを示す、「デジタルエコノミー」

の方が用語として残ると予想する。国民経済計算（SNA）

専門分野での用語も多くの場合、デジタルエコノミーが

使用されている。本稿では、基本的に定義は曖昧なまま

デジタルエコノミーを使用し、日本のメディア報道に関

する議論に限定してシェアリングエコノミーを使用する。

近年世界的に Uber や Airbnb が世界的に広がり、日本

でもシェアリングエコノミー企業のサービスが大きく伸

長してきた。内閣府経済社会総合研究所は、この分野に

対して研究会で検討を進めてきた。報告書の概要は、三

菱総合研究所への委託を経て内閣府経済社会総合研究所

（2018）として公表された。基本的にサービスの実態を

明らかにし、次に経済統計で捕捉されていないものがあ

れば、（特に産出、付加価値といった）計上対象を見極

めることが当初の目的であった。多くのメディア報道は、

GDP の捕捉漏れ問題だと伝えてきた。

国民経済計算（System of National accounts, 以下 SNA）

分野での国際的な議論の流れ、報告書の内容、日本での

報道には相当な温度差がある印象を受ける。どうしても

官庁が書く報告書は慎重なため、読み手に重要なポイン

トを伝えるのがやや難しい印象を与える。一方、メディ

アの報道は単純化しすぎて正確さに欠けている印象を受

ける。いずれも、本来理解すべきポイントがずれていて

当事者としてやや当惑せざるをえない。特に日本のメデ

ィアが気にしている GDP の計上漏れ問題は、国際的に

は生産や GDP の定義には影響しないとみられる一方で、

捕捉技術の不足が指摘されるようになってきている。国

際的にもこの報告書の分野周辺で、統計研究者たちの活

発な研究がおこなわれていることは事実なので、メディ

アが報道すべき学問的なポイントと実態がずれているの
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は確かだ。そこで、本稿は報告書作成に携わった関係者

の一人として、報告書の学問的なポイントをサーベイを

行いながら簡単に解説することにしたい。なお、後述す

るように対象が明確でないため、専門的な論文としてき

ちんと対象に向き合うことが難しい側面がある。しかし、

対象を明確化する以前でも重要な萌芽を見極めるという

のがこの分野の研究となる。内閣府経済社会総合研究所

（2018）と本稿の解説を参考にいただくことで、もう少

し深い論点をみられればと考える。

以降Ⅰ節では、シェアリングエコノミーとは何か、Ⅱ

節では、シェアリングエコノミーが内包されるデジタル

エコノミーの重要性について取り上げる。GDP や生産

境界は現状で既に定義が明確なので、定義上変更すべき

課題は少ないが、捕捉実務上の細かい問題は多様に生じ

得る。Ⅲ節、Ⅳ節とデジタルエコノミー時代の GDP の

概念と捕捉漏れの問題をグローバリゼーションとの関係

で取り上げ、捕捉技術の向上に向けた方向性をⅤ節で検

討する。最後にまとめに代えて次期 SNA に向けた検討

の方向性を検討する。

Ⅰ　シェアリングエコノミーとは何か

シェアリングエコノミーはデジタルエコノミー分野の

一部で、ICT を利用して何かを他者とシェアする活動を

指す。シェアリングエコノミーについて内閣府経済社会

総合研究所（2018）は、情報通信総研が 2016 年度に行

った研究や試算に基づいて、スペース、移動、モノ、ス

キル、カネの５つに分類にまとめた。元々アメリカの

IT 企業大手の Google、Facebook、Amazon といった企業

のサービスに加えて、何かをシェアする IT サービスが

近年大きく広がりつつあった。シェアリングエコノミー

分野の中核は Uber と Airbnb ２社のサービスで代表され

るため、国際的討論でもしばしば Uber、Airbnb に対す

る問題と認識される傾向にある。しかしながら、２社以

外にも日本でも、メルカリ、ココナラ、百戦錬磨、

Times カーといった様々な業態は急速に広がりつつあり、

実態は多様な対象となっている。民泊に限定しても、

Expedia や旅行企業も手掛けるようになってきている。

「何かをシェアする」ということだけでは定義が曖昧過

ぎる問題がある。業態変化も著しいため、恐らくシェア

リングエコノミーという用語は、日本でも次第に消えて

いくか、かなり限定的な意味で使用される用語になると

予想される。デジタルエコノミーは、E コマースといっ

た IT 分野全般が入るため、元々分野が大きく、シェア

リングエコノミーよりも範囲が広い。また定義もシェア

リングエコノミーよりは明確である。そのため、統計作

成分野でもより広い範囲をカバーするデジタルエコノミ

ーが分野の用語として定着するとみられる。シェアリン

グエコノミーを議論する場合でも、できるだけ「デジタ

ルエコノミー」という用語を使用する方がより一般的と

なるであろう。

デジタルエコノミーは、ICT 技術の発展過程の一つの

通過点に差し掛かっており、今後ビッグデータや AI を

活用して、産業全体にサービスが広がり、社会的にも多

様でより重要となるとみられている。アメリカ商務省経

済分析局（BEA）は最近積極的にデジタルエコノミー分

野の研究を行うようになった。これは IT 企業による無

償サービスが社会に広がり、実質的な豊かさが増してい

るという認識が経済学者の間に広がってきた一方で、既

存の経済統計でそうした分野を適切に捕捉できないとい

う問題を受けた措置である。Barefoot et al, （2018）によ

ると、アメリカにおけるデジタルエコノミー産業の内訳

は、サポートサービス 30.0％、テレコミュニケーション

26.5％、ソフトウェア 21.4％、e コマース・デジタルメ

ディア 11.3％、ハードウェア 10.9％となっている。つま

り、デジタルエコノミーの定義も今までなかったが、

BEA の研究成果によって一応 IT サービスの位置づけが

整理されたことになる。

しかし、同論文は独自の情報を集められていないとい

うことと、分類は結局既存のものを再格付けして、デジ

タルエコノミー産業を創設したということなので、まだ

国際比較するような段階からは遠い状況である。そうし

たことを考えると当面は、確固とした情報源を元に明確

な定義を確立するところが重要な争点となろう。

Ribarsky and Ahmad（2018）は不十分ながらも、そうし

た方向性を目指した取り組みではないかと思われる。

Ⅱ　デジタルエコノミーの重要性

デジタルエコノミー分野の国際的な議論に本格的に火

が付いたのは、直接的には Ahmad and Schreyer （2016）

と Bean（2016）、つまり通称ビーンレポートの２つがき

っかけである。これらの研究によって、広範囲の専門家

にデジタルエコノミー分野の重要性が幅広く認知され、

各国で競うように捕捉方法が試行錯誤されるようになっ

てきた。ただ、デジタルエコノミー分野の重要性は、本

質的にはもっと根が深い議論に基づいている。

デジタルエコノミーの重要性を説明するためには、デ

ジタルエコノミー時代とそれ以前との違いを解き明かす

必要がある。国民経済計算分野から見て、デジタルエコ
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ノミーが注目される背景は、元々近代化以後、徐々に進

んできた経済のサービス化、グローバリゼーション（こ

の場合国境を越えた人の往来と取引の活発化）が進んで

きたが、それがある一定レベルを超えて、把握不可能な

活動域に達しつつあるという分野の専門家全体の危機感

があるように思われる。

経済のサービス化、サービスの見えにくさといった特

徴は、近代化以前からも観察されてきた昔からの問題で

ある。経済のサービス化は、経済統計学者たちが直面さ

せられている一方で、経済学者たちからは長年軽視され

てきた。そのサービスに人類が頼るようになってきてい

る。元々の経緯は経済学成り立ちにまで遡る。経済学の

父アダム・スミスは国富論の中で、サービスに対する付

加価値を認めてこなかった。その後、マーシャルがサー

ビスの役割を経済学に取り入れたが 3、ミクロ経済学や経

済学の多くの分野で依然として、サービスの概念をうま

く扱えないまま今日を迎えている。経済統計学（経済統

計の捕捉実務の分野）では、ピーター・ヒルらの研究に

よって生産の境界、体系の境界が形成され、生産統計や

SNA でサービスをうまく取り扱えるようになった 4。例

えば、経済学では依然として財サービス両方で、数量と

価格に分解して均衡を捉えるのに対し、経済統計学では

金融産出のように、サービスについて必ずしも数量と価

格に分解できないことを想定して均衡を捉えている。経

済学で、サービスを丁寧に扱えない問題は意外にも大き

い。例えば、経済学では、いずれのテキストでも財サー

ビス、生産をきちんと定義できないのに、それらの概念

を使用した、大まかな議論を進めるのに対し、経済統計

学では財サービスと生産を定義することができる。根っ

こにある考え方の違いは大変大きい。

以上の議論があるからといって、経済統計学がサービ

スを捉えるための原理原則を十分に備えているのかとい

うと、難しい時代に入ってきている。これまでは、SNA

マニュアルなどを通じてかろうじて対処はできてきた。

しかし、今日広がろうとしているデジタルエコノミーを

通じたサービスの複雑化に対して、これまでの原理原則

だけでは対処が難しいことを示す事例が相次いで報告さ

れるようになってきている。

経済のサービス化やグローバリゼーションは、OECD

や Eurostat が主導して対処方法を暫定的に決めてきた。

SNA マニュアルに追加するグローバリゼーションハン

3 国民経済計算の伝統的議論についてダイアン・コイル（2015）を参照した。それによると、アダム・スミスが国富論で考えていたのは

財の生産活動だけで、サービスには価値が無いとしていた。サービスの産出が経済学で価値を生むと認識されるようになったのは、マ

ーシャルの『経済学原理』の頃からであった。
4 ここは、Hill（1979）及び Sakuma（2013）による整理に基づいている。

ドブック（UNECE (2012)）やグローバル生産ハンドブ

ック（UNECE (2017)）は 2008SNA 形成後、急速に進む

サービスの複雑化に暫定的に対処した専門的アドバイス

であった。ところが、既に現実世界のサービスの複雑化

は、このような対処では難しいことを示してきている。

例えば、Google のサービスは、現在の経済統計では

うまく測れないことが知られている。Google は、フリ

ーで多くのサービスを消費者に提供し、広告で収益を得

ている。例えば、これまでは新聞を利用しなければ得ら

れなかった情報が、インターネット上のフリーのサービ

スを通じて情報が得られるようになり、新聞が利用され

なくなる。これまで車を保有してきたにも関わらずシェ

アリングカーが広がるようになれば車の所有が減って、

より割安なシェアサービスが広がるようになる。有料サ

ービスの割安化、フリー化が一層進むようになる。

Windows の Office と違って、Google の Office 代替ソフ

トは誰でもフリーで利用できる。これまでと違って

Google 翻訳の精度も上がり、有料翻訳市場を少し浸食

するようになってきている。特に西洋同士の文化間の差

が小さいケースでは、自動翻訳技術が浸透してきている。

AI が安価に広範囲に利用されるようになれば、幅広い

業務を代替し、広大な範囲のサービスが、より割安にな

ったり、フリーで利用できるようになるはずだ。代替サ

ービスであったとしても①個人や事業者から手数料を徴

収し、②広告サービスを無償で提供し、③情報を集めて

匿名化して販売するといったサービスも提供することは

あり得るだろう。全体的な潮流として、シェアリングサ

ービスの浸透は、価格面で割安の方向性に進む可能性が

高いとみられている。つまり、広告業がこれまで以上に

広範囲に広がると予想されている。

広告サービスの無償提供は、経済的な取引ではないた

め GDP に計上されない。GDP では、測れない分野が急

速に広がろうとしているということを示している。現代

社会がこうした捉えどころのないシェアリングサービス

により依存するようになり、GDP では測れない水面下

の重要な経済活動が広がろうとしている。Airbnb や Uber

の活動は世界にとって、決して無視できない規模に達し

ている。そのため近年では GDP ではなく、消費者余剰

によってシェアリングエコノミー企業の重要性を訴える

意見も示されることもある。

Google に話を戻すと、Google は実際に社会に提供し
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ている便益と収益を得ている広告サービスが全く異なっ

ている。この事例では、デジタルエコノミー分野の恩恵

は、間違いなく人類の豊かさにつながっているが、恩恵

を豊かさとして捕捉することはできていない。例えば、

開発経済学でこうした Google をはじめとするフリーの

サービスを利用できるようになっていることから、アフ

リカが以前ほど貧しくなくなってきていることが知られ

ている。だが、こうした便益は GDP でわからないだけ

でなく、既存の豊かさの指標ではうまく測ることができ

ない。広告サービスの無償提供は付加価値を生んでいな

いので、GDP では便益を測れないのである。Google の

便益は、幸福度・経済厚生・人間開発指標などでもうま

く捉えられないのである。

こうした IT サービスは、既に 2000 年以降に登場して

いたが、近年はこうしたサービスが国境を超えるだけで

なく、非常に複雑な企業組織を伴うようになり、経済統

計では対象をうまく捉えにくくなってきた。IT 系だけ

でなく、多国籍企業は特別目的事業体（Special Purpose 

Entity, SPE）を世界中で活用するようになっている。そ

うした動きに加えて、シェアサービスが広がってきた。

部分的にはサービスを捕捉できるかもしれないが、もは

や捕捉すべき対象が複雑で、全容はわからない事業体や

サービスが社会に広がり、それらが社会で重要性を増し

てきている。特に従来あまり見られなかった、C to B, C 

to C といった取引形態の規模が大きくなろうとしている。

こうした取引はそもそも税制を除けば、きちんと所管や

管理制度がなかったり、統計制度の対象になってこなか

ったために捕捉が難しい。各国が互いの統治権で得られ

る情報を持ち寄り、国際機関を通じて捕捉力を強化する

必要が出ている。近年のデジタルエコノミー企業の登場

によって、国民経済計算分野の捕捉力の強化が真剣に問

われるようになってきた。

ICT 技術の進歩によって、グローバル生産が一般的に

みられるようになってきた。例えば、民泊の仲介をして

いる Airbnb のシステム上の仲介業務は、あくまでもア

イルランドで行っている 5。デジタルエコノミー分野をグ

ローバリゼーション分野のマニュアル上の整理は明確だ

5　Airbnb に限らず多国籍企業の場合、国内旅行サービスは資格が必要で、消費税の納税義務もあるため、恐らく税務署の問い合わせには

手数料を国内取引として計上するようにしているはずである。一方で統計作成部局を警戒して、統計調査には海外取引と回答するケー

スもあるとみられる。本来は国際的にビジネスレジスターを統合するか、統計作成部局間の連携によって諸外国の SPE といった導管

を管理し、導管を母体企業・事業所と統合する扱いにしなければならないが、日本の統計作成部局はまだ国際ルールに対応できていな

いとみられる。
6　ここはアイルランドが 2015 年 GDP を 2016 年に 7.8％から 26.3％に改定した、いわゆるアイルランド問題のことを指している。詳しく

は 2016 年 7 月 16 日の The Economist の記事や Lobin Lynch 氏による 2017 年 Income and Wealth（IARIW）Volume63, Issues2 に掲載した

論文（Robin Lynch and Bent Thage “Maintaining the National Accounts as Official Statistics”）など一連の著作を参照願いたい。櫻本（2018）
にも経緯がまとまっている。

が、両者を結び付けた議論はこれまで行われてきていな

いため、そこには議論すべき余地があるかもしれない。

国境を越えた生産と人の往来が急速に増える中で、多

国籍企業は、技術蓄積がある地域で高度な製品を生産し、

従業者が有能で賃金が安い地域で組み立て、大消費地に

運び、税率が安い国で申告し、管理に向いた国で全体を

マネージするという傾向が一層強まっている。このこと

は地域概念を重視する、SNA において正確な記録がで

きないという大きな問題が生じている。特に、法人税率

が低いタックスヘイブンやアイルランドといった地域の

GDP は、元々小さいため、多国籍企業の報告に応じて

GDP が数十％変動してしまうことは生じており、企業

事業所の報告をうのみにせず、実態に合わせた統計の記

録を多国間で工夫していくことが必然的に求められてい

る 6。

国民経済計算周辺の分野において、端的にはデジタル

エコノミーの重要性は２点に分かれる。経済統計や

SNA において捕捉力を強化していく必要があること、

そして既存の経済統計で測れない豊かさの程度を再検討

すべきだということである。

Ⅲ　デジタルエコノミー時代のGDPの概念

デジタルエコノミーの登場によって、GDP の捕捉漏

れの問題が経済学者、エコノミスト、メディアによって

盛んに取り上げられるようになってきた。ただ、日本の

主要な議論は国際的にみると、部分的には取るに足りな

い誤解に基づいたガラパゴスな論調にも影響されている。

結論からいうと、第一に、デジタルエコノミー産業の

急激な発展に対して、国民経済計算分野で GDP の定義

を見直すという方向での議論が進む見通しは全くない。

第二に、GDP や経済統計の捕捉方法についても、ごく

微修正のレベルの対応にとどまっており、各国共にビジ

ネスレジスターを国際的に統合していく方向が望まれつ

つも、これまでと大きく変わるとはみられていない。第

三に、既存の経済統計での対処に限りがある一方で、IT

技術、デジタルエコノミー分野の発展に伴って、人類は
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確かに何らかの便益を受けるようになっており、豊かさ

の程度を何らかの方法で計測していくことが検討される

必要があるということである。ただし、その場合も人間

開発指標といった既存の豊かさの指標を大幅に変えると

いう議論に発展することは考えにくい。

第一の点について、GDP の定義は明確で、変更しよ

うがないということは専門家間で共有されている。生産

の境界のうち、第三者基準には変更の余地がない。体系

の境界は実務上の捕捉しやすさに依存しているため、境

界に絶対的な基準がないという曖昧さがあるかもしれな

いが、計上し難いものを無理に計上するということは行

わない。SNA の世界でも、A 経済活動として無視でき

ない重要な活動と B 計上しやすい活動の重複部分を捕

捉すべきだという国際的な方向性となっている。A と B

の重複点を追うべきという考えは、SNA 特有のもので

把握するので、経済学時代から引き継いだ規則である。

これらは SNA の境界を定める際に、ISWGNA という

SNA のワーキンググループと専門アドバイザーグルー

プ（AEG）との共同作業で保証されている。

A と B という上記の考えは、68SNA 時代から長年変

えられてきていないが、これまで経済学者やエコノミス

トの強い要望に妥協を重ねて 2008SNA までに金融産出

（FISIM）や研究開発といった経済活動を計上した結果、

GDP が実態を反映しにくくなったという 68SNA 寄りの

実務者たちの反省がある。例えば、幽霊が実在する科学

的根拠が示され、経済活動において無視できない影響力

を持っているとしよう。A だけを重視して生産や GDP

に計上することを決めたとしても、客観的で数量的に A

を計測する技術が無ければ、経済統計の正確性が失われ

てしまう。近年シェアリングエコノミーの GDP におけ

る捕捉漏れを指摘する声が多く聞くが、この幽霊の経済

活動を全て計上すべきだという意見と論理は変わらない。

A をやみくもに計上することは、GDP をサイコロを

振って決めるようなものだ。推計方法を国際的に合意し

た金融産出や研究開発でさえ、それらの付加価値がファ

ンダメンタルズを示しているとは誰からも思われてない

のである。非合法活動分野の産出や GDP も正確な推計

が特に難しい分野で知られている。

各国分担金の平等な負担問題に解決を迫られて、そう

した非合法活動をやむを得ず計上している欧州諸国を除

いて、主要国でデジタルエコノミーを通じた違法な活動

の多くや個人間のわずかな取引を産出や GDP に計上す

7　シェアリングサービスは主要国のみならず、途上国の人々にも恩恵を与えている。フリーサービスが有料サービスに代われば、その分

満足度を変えずに可処分所得を増加させるのと同じ効果を持つ。

る動きは起こりそうもない。導入しても根拠はないから、

数量的根拠に乏しい推計しか成り立たない。統計作成部

局は、お告げを知らせる機関ではないのである。

むしろ問題は、経済全体のサービス化が年々進み、ま

た知的作業の多くが高度化するのに伴って、統計実務と

して捕捉しにくくなっているということである。シェア

リングサービスの多くはフリーで利用できる代わりに、

広告を提示してそれで収益を得ている。あるいは、ビジ

ネスで得られたデータを販売しているかもしれない。

GDP は広告サービスの無償提供について付加価値を計

上しないため、このような活動が広がったところで

GDP には貢献しない。今まで CD を通じて音楽を購入

していた人々が有料サービスを利用しなくなり、無料サ

ービスを利用して満足するようになれば、音楽家にとっ

ては収入が減り、問題にさらされることにはなるだろう。

また同じようなことは、幅広く起きている。今まで新聞

を購入していた人が無料のニュースサービスを利用する

ことで満足し、新聞を購入しなくなるといったことであ

る。車もシェアリングカーを利用することで、自己保有

しなくなるといったことは起きている。これらは、GDP

や経済統計からすると重要ではないのだが、我々が年々

選択肢が増えて豊かになっているということを経済統計

では把握できないため、選択肢が増えて豊かになったと

いう程度を捕捉できていないという問題は起こっている。

主要国や途上国においても生産性が上昇し、豊かになる

程度を測ることができないという問題は出てきている 7。

GDP の計上漏れの問題は次節で取り上げる。

Ⅳ　GDPと捕捉漏れ問題

知的により高度なサービスが増えるにしたがって、デ

ジタルエコノミー分野は既存の経済統計では一層捕捉し

にくくなってきている。最近デジタルエコノミー分野に

対して、多くの研究が提示されるようになった。GDP

統計としては、既に概念上の整理はついていて、捕捉し

にくいものを実務的にどうやって捕捉するかという問題

は存在するが、新分野の創出に対して新たにやるべきこ

とは多くない。取引の形態として経済統計で主に捕捉し

てきた B to B や B to C に加えて、活性化する C to C が

課題となる。ただし、メルカリやヤフオクといったサー

ビスが個人取引を活性化させてきているとはいっても現

状で大きい金額ではない。今後も取引金額が伸びるとみ
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られるが、大規模な捕捉漏れを警戒するほど大きな問題

とはならない。個人間取引は、以前よりも活発ではある

のだが、大部分が非合法取引となる、捕捉するには金額

が小さい、といったものも存在し、経済全体から見て大

きな金額にはならないとみられている。民泊事業といっ

た比較的大きな事業でもヒヤリングでは外注先で大規模

化が進んでおり、既に経済統計でおおむね捕捉されてき

ていることが確認された。将来的にもシェアリングエコ

ノミー分野の規模が大きくなるかもしれないが、SNA

や経済統計としての捕捉に深刻な脅威を与えるには至ら

ないとみられている。

内閣府経済社会総合研究所（2018）に関連して、日経

新聞がスクープを 2018 年 7 月 23 日に載せた際に GDP

が１千億レベルで増加することを報じた。研究会の際に

この点も議論になったのであるが、GDP の計上漏れが

どの程度生じるのか、関係者間で意見が割れた。個人的

には産出額や GDP に対する計上漏れはあったとしても、

無視し得るほど小さい可能性があると考える。その理由

として、第一に、今回シェアリングエコノミーについて

対象を曖昧にしたままにしているため、計上漏れと二重

計上の個所を調整すると相殺してなくなる可能性が小さ

くないと認識している。第二に、日本で未申告が許容さ

れる雑所得の範囲の金額や非合法取引に該当するかもし

れない。前者は、主要国でも無理には計上していないか

ら無視し得る。後者は、主要国で EU 以外非計上となっ

ているから、いずれにしても無視することになろう。非

合法を無理に計上している EU のケースも実情は悲惨な

ので、真似することはお勧めできない 8。こうした事情を

考慮すると、経済統計の捕捉力が向上しても GDP が明

示的に増えるかどうか、わからない。将来的にはこうし

た個人間取引がより広がり、事業規模が増えることを想

定して、内閣府では仲介業者を通じた統計捕捉力の向上

を検討している。将来的には、疑いなく GDP の捕捉漏

れを防ぐ方向に働くことになろう。

主要国ではどのように考えられているか、というと、

捕捉技術の向上に各国が注力しなければならないという

問題意識が国際的に共有されつつあるが、日本ほど専門

家の間で GDP の捕捉漏れが問題視されていない。主要

国の捕捉技術は、調査統計と税務を中心とした行政デー

タでの捕捉能力の両方に基づいており、各国の統計分野

でデジタルエコノミー分野の情報の多くは、税務情報に

依存するようになってきている。一般財団法人統計研究

8　非合法は、ほかの分野と異なってきちんとした根拠をもとに計算することはできない。データとして根拠を示せないのに GDP に計上

する金額が計算されるということはとても悲惨なことなので、恐らく統計メーカーとユーザー双方にとって避けるべき事態と考える。

会 SUT 研究委員会（2017）に伴って、筆者は 2017 年 2

～ 3 月に多くの国を訪問して、Uber や Airbnb の捕捉に

ついてヒヤリングを行う機会を得た。得られた情報が多

くなかったため、報告書に細かく載せられているわけで

はないが、各国ともに税務で捕捉できるかどうかがポイ

ントであった。

例えば、イギリス国家統計局 ONS を訪問した際には、

Sanjiv Mahajan 氏を含め３名で対応してくださった。そ

の際には個人間取引の捕捉は、結局税務記録（所得税情

報）で取れているかどうかに依存するということであっ

た。フランスでもオランダでも似たような議論があった。

主要国では、税務データや行政記録を GDP の推計に大

規模に利用するようになってきている。日本では、ほか

の主要国よりもそうした面で後れを取っているが、それ

でも経済センサスやビジネスレジスターは既に大規模な

行政記録を利用しているから、結局主要国と似たような

議論には落ち着く。行政記録や税務記録でさえも漏れる

ような付加価値は、いずれの国でも計上対象になりえな

いため、現状のところは GDP の捕捉漏れは、微々たる

水準で将来的に向けた改善策と筆者は判断している。

Ⅴ　GDPに関する捕捉技術の向上に向けた取組

現在、グローバリゼーションの進展とデジタルエコノ

ミー分野の興隆を受けて、統計の捕捉技術の不足が各国

で目立つようになってきた。SPE の捕捉は、各国にとっ

て一番難易度の高い課題として立ちはだかっている。

SPE は、多国籍企業の課税漏れやペーパーカンパニー問

題として知られる。多国籍企業は SPE を多用している

ことで知られ、SPE はほぼ全産業で設定されるようにな

っている。この捕捉問題はハードルが高いことで知られ、

各国の試行錯誤でも決定的な解決法が見いだせていない

が、SPE に関する国際的議論の集約が進みつつある。一

つは、各国統治権の縦割りの弊害を除き、この分野で共

同で対処していこうとしている。実際に OECD 加盟国

の税務データは、各国で情報を交換するようになった。

主要国では、統計作成が税務データに依存するようにな

っているため、（非公式かもしれないが）統計分野でも

情報を集約して対処するようになってきた。

恐らくこうした動きに加えて、ビジネスレジスター自

体を各国で統合したり、ビーンレポートが予言している

ように、ビッグデータも組み合わせるといった動きも国
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の枠組みを超えて盛んになるとみられている。こうした

動きは、各国で法律上の規制が特に厳しいため（特に

EU 域内）、恐らく非公式に行うグループと国際機関で

公式に行うグループに分かれ、G20 などの議論を通じて

長期的にいずれかに収斂していくのではないかと予想す

る。

多国籍企業が国境を越えた活動を進める中で、SPE も

含めたシェアリングエコノミーの活動が広がってきてい

る。日本ではまだ全体としても生産規模は、１～２千億

円規模に過ぎないが、将来規模が拡大することや他国へ

の影響も考える必要がある。もし、この分野での生産が

10 兆円規模であったとしても、日本の産出額に占める

割合は１％程度に過ぎない。しかし、捕捉上の問題で、

先の Airbnb のように日本のビジネスレジスター上で導

管扱いしなければならない SPE の格付け情報が誤って

いて、例えば、アイルランドやシンガポールといった小

国に格付けしなければならない場合、その国では産出と

GDP が短時間に数十％増減することがあり得る。実際

にアイルランドでは、近年 GDP の精度に深刻な問題が

報告されるようになってきており、上記のような地道な

取り組みが欠かせなくなっている。シェアリングエコノ

ミーを GDP の計上漏れ問題と捉える動きは国際的にも

あるのだが、専門家間では主要国というよりも、アイル

ランドのような法人税率が低い国やタックスヘイブン、

小国での GDP の深刻な変動問題として知られている。

こうした国では特に深刻なケースで、30％近く前年比で

GDP が変動してしまうことが報告されるようになって

きている。

そのため、日銀が BOP 作成時に SPE を格付けしてい

る一方で、日本の総務省のように各国間で情報を交換し

て SPE を導管に格付けできていない現在の状況では、

日本の国民経済計算年次推計において SNA の部門勘定

の精度に若干の悪影響を与える。しかし、その悪影響は

微々たるもので、国内的にはあまり問題にならない。実

は総務省の問題は、日本以上にアイルランドや小国の統

計に深刻なダメージを与える可能性がある。そのため、

日本の総務省が統計作成の努力を怠ると、小国の GDP

に深刻なダメージを与えるから、これこそグローバリゼ

ーションの産物といえる。こうした問題は自由貿易圏・

経済圏の拡大に伴って、より複雑な影響力を他国に持つ

恐れがある。

多国間ではこうした事例が出ており、次期 SNA に向

けて各国統計法やビッグデータ制度の拡充を進めるほか、

国際機関での高度な分析能力を高めたり、統計作成を各

国が一層連携していくといった様々な対応策を試行錯誤

する必要性が出ている。デジタルエコノミー分野が各国

で一層盛んになると、こうした問題のひずみが国際的に

複雑に反映することが予想される。そのため、複雑な影

響が統計に深刻な悪影響を与えないように各国の枠組み

を超えた総合的な努力が一層問われてくるのである。

Ⅵ 次期SNAの形成に向けた取り組み～まとめに

代えて

2008SNA（System of National accounts 2008, SNA2008）

については、既にほぼ全てのマニュアルが発行済みであ

り、国連による主要国への 2008SNA の浸透という目的

は、ほぼ達成されつつある。2008SNA 導入の際に行わ

れた、研究開発などの導入判断について専門家たちの反

省が水面下で共有されるようになり、研究開発までは認

めるものの、新たに生産概念を広げる新規分野を導入す

る場合、より慎重に判断すべきという意見が国際所得国

富学会と国際機関で強まった。国民経済計算分野でこれ

から計上していく対象か判断が必要となる、捕捉されに

くい新分野よりも伝統的な SNA 計上対象の強化にこれ

まで以上に光が当たりやすくなっている。そのため、国

際的な研究の流行として SNA の記録原則や計上方法に

関する、地道なテーマを取り上げやすい、時代が訪れて

いる。

一方で、これまで各国で統計調査を縦割りに実施すれ

ば統計作成ができた時代は終わり、既に徴税情報や行政

記録を統計情報と組み合わせて、統計の捕捉力を上げる

ことが主要国で一般化しつつある。日本ではこの潮流へ

の対処が遅れているが、いずれ統計分野でも国際的な連

携力による対処が一般化することになろう。

次期国民経済計算体系に向けて学会を通じて活発に

SNA 改訂の方針を左右する研究がこの数年提示されて

きた。その中での統計分野で、シェアリングエコノミー、

デジタルエコノミー分野の捕捉の課題を取り上げる研究

が多く出てきており、そうした新分野が次期 SNA に対

しても重要な影響を持つようになってきた。依然として

範囲に曖昧さを残さざるを得ないが、急速に事業が広が

ると予想される。

2008SNA を設計する段階で、グローバリゼーション

の進展と統計調査の捕捉漏れが各国で長年の課題となっ

てきた。この問題には、Eurostat がグローバリゼーショ

ンについて調査を行って、各国のノウハウをまとめた

United Nations （2012）において、グローバリゼーション

に関する解決が難しい問題が各国で共有された経緯があ

る。グローバル生産、電子商取引、送金、SPE といった
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課題である。

近年のデジタルエコノミー分野の興隆によって、個別

議論を深めても対処ができなくなってきている。グロー

バリゼーションについて、SNA でのこれまでの分野と

大きく異なることは、統計調査からだけでは対処は難し

く、税務情報といった行政情報や各国のミクロデータな

ど情報を総動員しなければ次第に対処が難しくなるかも

しれない。しかも、そうしたところで完全な捕捉が最初

から期待できず、最適な事例でも一部しか活動を捕捉で

きない時代が来るかもしれない。つまり、対処方法も根

本的に問い直す必要があるのかもしれない。

これまで各国の SNA 分野の専門家は、SNA 改訂の度

に体系の境界を広げて、新概念の討議を重点的に行って

きた。1968SNA から幾多の専門家の警鐘にもかかわら

ず、計上されていない重要な概念を経済統計として捕捉

し、できるだけ GDP に計上するという暗黙の流れが続

いてきた。しかし、次の SNA ではその流れが変わり、

先述のように既存分野の強化の方向に舵が切られる可能

性が高くなっている。例えば、2008SNA においても

R&D の計上、資本サービスの費用の計上、FISIM の推

計方法といった様々な分野を通じて、これまで国連が各

国の異論を押し切ってきた経緯があるが、今後は国際的

な検討が突き進むことに各国専門家たちの理解が得られ

にくくなってきている。

SNA を改訂するたびに、景気指標として GDP が次第

によくわからなくなってきたことへの警戒があり、今以

上に捕捉されていない重要な経済概念に光を当て、捕捉

対象をやみくもに広げていくべきだという主張よりも、

捕捉対象をこれまでの基準から大きく変えない範囲で、

現在のフレームのコアに焦点を当てるべきだという主張

に共感が広がってきている。この流れは、Andre Vanoli

氏ら 68SNA 時代を良く知る多くの各国専門家達からの

長年にわたる力強いアドバイスや Peter Van de Ven 氏が

OECD 国民勘定責任者に就任するといった一連の出来事

が影響している。Van de Ven 氏は、2016 年国際所得国富

学会国際会合にて、次期 SNA 改訂に際して保守的な方

針を決定づける報告を行った後、IARIW 論文誌（国際

所得国富学会の『Review of Income and Wealth』）にて

Van de Ven（2017）にまとめた。このほか IARIW 論文誌

は、2017 年末に Harrison（2017）、Coyle（2017）、Vanoli

（2017）といった、SNA 改訂に向けた方向性を決定づけ

る一連の研究を特集した。この流れは 68SNA 以来、初

めて起きた伝統に回帰する SNA での保守化の流れとい

える。

本来 ISWGNA や専門家のアドバイスがあるとはいえ、

専門アドバイザーグループ AEG が投票して、SNA の範

囲を決める規則になっている。ところが、Van de Ven 氏

の狙いは 2008SNA まではかろうじて国際的合意が得ら

れるものと判断し、予め研究開発までで新分野導入の流

れを食い止め、今後の改定に際して SNA の範囲を拡大

しない方向に国際的議論を持っていこうとする狙いがあ

ったとみられている。こうした意見には 68SNA 時代か

らの専門家に加えて、2008SNA 導入に貢献してきた専

門家たちの支持も集まった。IARIW の特集はこうした

Van de Ven 氏の狙いを側面から支援することにあったと

考えられている。

ただ、SNA の範囲を拡大しないという方向感であっ

ても、デジタルエコノミーについては、SNA に取り込

むべきとの意見も強く、次期 SNA に向けて、各国専門

家が知恵を傾けて方針を定めていくべき時期を迎えよう

としている。EU 各国とは異なり、幸い日本には多数の

デジタルエコノミー分野の企業群が起ころうとしていて、

そうした先進的な事例を世界の討論に生かすにはよい時

期を迎えようとしている。内閣府経済社会総合研究所

（2018）に続く、成果が国際的議論に好影響を与え、経

済統計の捕捉技術の精度向上や SNA 分野の発展につな

がることを期待する。
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